
   (有)アヴニール設計  
  

知 識  

税金 
家づくりにはさまざまな税金がかかります。総体として決して安くない額がかかりますので、あらかじめ
資金計画の中で費用に計上しておくことが必要です。 
◆消費税 
土地代金、ローン保証料、火災保険料、生命保険料を除く費用に５％（ 2005 年 11 月現在）の消費税が
かかります。 
◆印紙税 
土地の購入時、設計の依頼時、工事の依頼時、住宅ローン設定時にそれぞれの契約書に対して印紙税がか
かります。 
契約書は通常２通作りますので、そのうち１通分を建て主が払います。契約書を１通しか作らない場合は
折半にします。 
税額は、国税庁タックスアンサーをご参照下さい。 
◆登録免許税 
土地や建物の登記時、また住宅ローンを借りるための抵当権設定時に登録免許税がかかります。 
税額は登記の種類ごとに異なり、場合によっては軽減措置もあります。 
税額は、国税庁タックスアンサーをご参照下さい。 
◆不動産取得税 
土地や建物を取得した時にかかる都道府県税です。 
通常は、土地や建物を取得し登記を行うと、都道府県税事務所から課税通知書が届きますので、それに従
って納めます。 
土地にかかる税額と建物にかかる税率は異なり、それぞれ一定の要件を満たせば、軽減措置を受けること
ができます。 
税率は固定資産税評価額の３～４％ほどですが、都道府県によって異なることがありますので、各都道府
県税事務所のウェブサイトをご確認下さい。 
◆固定資産税 
土地や建物を所有しているとかかる市区町村税です。 
家づくりに関する税金のほとんどが取得した時に 1回だけかかるのに対し、固定資産税は所有していると
毎年かかる税金です。ただし、毎年 1月 1日現在に所有している人にかかる税金ですので、例えば 1月 2
日に土地や建物を所有した場合には、翌年からかかるということになります。 
送られてくる課税通知書に従って、毎年４分割して納めるか、一括して納めることになります。 
税額は固定資産税評価額（取引金額ではありません）の 1.4 ％ですが、市区町村によって異なることがあ
りますので、各市区町村のウェブサイトをご確認下さい。  
◆都市計画税 
都市計画法に定められた市街化区域内などに住宅を所有している場合にかかる市区町村税で、固定資産税
と同じく所有していると毎年かかる税金です。 
固定資産税の課税通知書に記載されていますので、併せて納めます。 
税額は固定資産税評価額（取引金額ではありません）の0.25％ですが、市区町村によって異なることがあ
りますので、各市区町村のウェブサイトをご確認下さい。 
◆ 新築建物価格認定基準 
建物新築時は、まだ建物の固定資産税評価額が決定していないので、登録免許税の「建物の評価額」は法
務局ごとに定められた新築建物価格認定基準表により登記官が課税標準を決定します。この基準価格は、
各、地方法務局によって、年度ごとに異なります。参考に、平成１８年大分法務局での価格認定基準は、
居宅（W）・・55,000円 / ㎡、居宅（ S）・・68,000円 / ㎡、居宅（ RC ）・・78,000円 / ㎡ 
車庫等（W）・20,000円 / ㎡、車庫等（ S）・29,000円 / ㎡、車庫等（ RC ）・39,000円 / ㎡ 
となっています。 



   (有)アヴニール設計  
  

住宅取得に関わる国税～国税庁タックスアンサーより抜粋 
印紙税（土地の購入時、設計の依頼時、工事の依頼時、住宅ローン設定時） 
[ 土地・建物の売買・請負に関する契約書 ]  

 工事請負契約書、工事注文請書、物品加工注

文請書、広告契約書、映画俳優専属契約書、請

負金額変更契約書など 

( 注 )  請負には、職業野球の選手、映画の俳

優、その他これらに類する者で特定のも

のの役務の提供を約することを内容とす

る契約を含みます。 
 

[ 消費貸借に関する契約書 ]  

 金銭借用証書、金銭消費貸借契約書など 

 

記載された契約金額が    

１万円未満 非課税 

１００万円以下 ２００円 

１００万円を超え２００万円以下 ４００円 

２００万円を超え３００万円以下 １千円 

３００万円を超え５００万円以下 ２千円 

５００万円を超え１千万円以下 １万円 

１千万円を超え５千万円以下 ２万円※１．５万円 

５千万円を超え１億円以下 ６万円※４．５万円 

※平成９年４月１日から平成21年 2 月31日までの間に作

成される建物建築工事請負契約書などの建設工事の請負

に関する契約書のうち、契約書に記載された契約金額が

１，０００万円を超えるもの 
 

登録免許税（土地や建物の登記時） 

所有権の保存登記 

所有権の移転登記（相続・共有物） 

不動産の 

価額 

1,000 分の 4  

その他（上記以外）の原因による移転の登記 不動産の 

価額 

1,000 分の20 

平成18年 4 月 1 日から平成21年 3 月31日ま

で 1,000 分の10 

平成21年 4 月 1 日から平成22年 3 月31日ま

で 1,000 分の13 

平成22年 4 月 1 日から平成23年 3 月31日ま

で 1,000 分の15 

登録免許税（ローンを借りるための抵当権設定時） 

先取特権の保存、

質権、抵当権の設

定等の登記 

抵当権の設定登記 債権金額又は極度金額 1,000 分の 4  

質権の設定登記 債権金額 1,000 分の 4  

住宅家屋の特別措置～租税特別措置における住宅取得関係の登録免許税の税額表 

項目 内容 軽減税率 備考 

住宅用家屋の所有

権の保存登記の税

率の軽減 

個人が、平成21年 3 月31日までの間に一定の要件に

該当する住宅用家屋を新築し、又は建築後使用され

たことのない一定の要件に該当する住宅用家屋を取

得して、その個人の住居の用に供した場合で、新築

又は取得後 1 年以内に受ける所有権の保存登記 

1,000 分

の 1.5  

左の特例の適用を受

けるには、登記申請

に当たって、その住

宅の所在する市町村

等の証明書を添付す

る必要があります。 

住宅用家屋の所有

権の移転登記の税

率の軽減 

個人が、平成21年 3 月31日までの間に一定の要件に

該当する住宅用家屋を取得 ( 売買及び競落に限りま

す。 ) し、その個人の居住の用に供した場合で、取

得後 1 年以内に受ける所有権の移転登記 

1,000 分

の 3  

同上 

※住宅取得資金の

貸付け等に係る抵

当権の設定登記の

税率の軽減 

個人が平成21年 3 月31日までの間に一定の要件に該

当する住宅用家屋の新築 ( 増築を含む。 ) をし、又

は一定の要件に該当する住宅用家屋を取得し、その

個人の住居の用に供した場合において、これらの住

宅用家屋の新築若くは取得をするための資金の貸付

( 貸付けの債務保証を含む。 ) に係る債権又は賦払

金に係る債権を担保するための抵当権の設定登記

で、新築又は取得後 1 年以内に受ける抵当権の設定

登記 

1,000 分

の 1  

同上 



   (有)アヴニール設計  
  

 
マイホームの取得と所得税の特例 ( 住宅借入金等特別控除及び特定増改築等住宅借入金等特別控除 )  
１．住宅借入金等特別控除及び特定増改築等住宅借入金等特別控除とは 
住宅借入金等特別控除及び特定増改築等住宅借入金等特別控除（以下、 「（ 特定増改築等）住宅借入金

等特別控除」といいます 。） とは、住宅ローン等を利用して住宅を新築や購入又は増改築等（以下、「新

築等」といいます 。） をし、平成20年12月31日までに居住の用に供した場合で一定の要件に当てはまると
きに、その新築等のための借入金等（住宅の取得等とともにするその住宅の敷地の用に供される土地等の

取得のための借入金等も含みます 。） の年末残高の合計額を基として計算した金額を、その住宅を居住の

用に供した年以後の各年分の所得税額から控除するものです。  
２．適用要件等  

（ 特 定 増 改 築 等 ） 住 居 借 入 金 等 特 別 控 除 の 適 用 を 受 け る こ と が で き る 場 合 の 要 件 、 控 除 額 の 計 算 方 法 及

び 手 続 等 に つ い て は 、 国 税 庁 タ ッ ク ス ア ン サ ー に て 詳 し く 説 明 し て い ま す の で 、 そ ち ら を ご 確 認 く だ さ い 。  

新 築 住 宅 を 購 入 し た 場 合 の 概 略 計 算 方 法 を 下 記 に 示 し ま す 。  

居住の用に供した年  控除期間 各年の控除額の計算（控除限度額） 

平成11年 1 月 1 日から 

平成13年 6 月30日まで 

（注）平成11年 1 月 1 日から平成11

年 3 月31日で 6 年の控除期間を選択

した場合を除く 

15年 1 ～ 6 年目 

年末残高等×1%  

（50万円） 

7 ～11年目 

年末残高等×0.75% 

（37万 5 千円） 

12～15年目 

年末残高等

×0.5%  

（25万円） 

平成13年 7 月 1 日から 

平成16年12月 31日まで 

10年 1 ～10年目 

年末残高等×1%

（50万円） 

    

平成17年 1 月 1 日から 

平成17年12月 31日まで 

10年 1 ～ 8 年目 

年末残高等×1%  

（40万円） 

9 ～10年目 

年末残高等 ×0.5%  

（20万円） 

  

平成18年 1 月 1 日から 

平成18年12月 31日まで 

10年 1 ～ 7 年目 

年末残高等×1%  

（30万円） 

8 ～10年目 

年末残高等 ×0.5%  

（15万円） 

  

平成19年 1 月 1 日から 

平成19年12月 31日まで 

（注）控除期間について10年又は15

年のいずれかを選択 

10年 1 ～ 6 年目 

年末残高等×1%  

（25万円） 

7 ～10年目 

年末残高等 ×0.5%  

（12万 5 千円） 

  

15年 1 ～10年目 

年末残高等 ×0.6%  

（15万円） 

11～15年目 

年末残高等 ×0.4%  

（10万円） 

  

平成20年 1 月 1 日から 

平成20年12月 31日まで 

（注）控除期間について10年又は15

年のいずれかを選択 

10年 1 ～ 6 年目 

年末残高等×1%  

（20万円） 

7 ～10年目 

年末残高等 ×0.5%  

（10万円） 

  

15年 1 ～10年目 

年末残高等 ×0.6%  

（12万円） 

11～15年目 

年末残高等 ×0.4%  

（ 8 万円） 

  

所得税から住宅ローン控除額を引ききれなかった方や、平成19年に所得が減って所得税が課税されなくな
った方は、市区町村への申告により住民税額を軽減する特例措置が適用されます。  
※注  平成 21 以降、税制改革で変更になっています。 



   (有)アヴニール設計  
  

０．２５住宅取得に関わる地方税(１)～くらしと県税(大分県)より抜粋 
◆不動産取得税とは 
不動産（土地や家屋）を売買、交換、贈与、新築、増築、改築などによって取得した場合に、その取得した人
が納める税金です。 
◆不動産の取得  
不動産の所有権を取得することをいいます。取得の形態（新築、購入、贈与、交換など）、また取得が有償で
あるか無償であるかは問いません。  
◆納める額 

取得不動産 
平成 15 年 4 月 1 日以降平成
18年 3月 31日までの取得 

平成 18 年 4 月 1 日以降平成
20年 3月 31日までの取得 

平成 20 年 4 月 1 日以降平成
21年 3月 31日までの取得 

住宅 価格の３％ 価格の３％ 
価格の３．５％ 
価格の３％ 

価格の３％ 

住宅以外の家屋 価格の４％ 価格の４％ 
土地 価格の４％ 価格の３％ 
◆ 価格の決め方  
不動産の価格とは、実際の売買契約額や建築工事代金などの価格に関係なく市町村の固定資産課税台帳に登録
されている価格をいいます。ただし、平成 21 年 3 月 31 日までに取得した宅地や宅地比準土地は、登録価格
の 1/2 とします。また、家屋を新築した場合など固定資産課税台帳に価格が登録されていない場 合には、県
が調査して価格を決定します。 
※ 家屋評価のため、県税事務所または市町村役場の職員が調査にお伺いしますが、より適正な評価をするた
めに工事契約書、見積書、設計図等評価資料の提出などのご協力をお願いします。  
◆不動産取得税の軽減について  
● 要件及び軽減の内容 
床面積（増築の場合は増築後の総床面積）が、５０m2 以上（戸建以外の貸家住宅は４０m2 以上）２４０m2 以
下の住宅（以下「特例適用住宅」といいます。）→１戸につき１，２００万円を価格から控除 
◆非課税  
次のような場合には、不動産取得税は課税されません。  
1. 相続による不動産の取得、法人の合併による不動産の取得。 
2. 土地区画整理法による土地区画整理事業の施行に伴う換地の取得 
3. 土地改良法による土地改良事業の施行に伴う換地の取得又は同法による農用地の交換分合による土地の取
得 
4. 公共の用に供する道路の用に供するために不動産を取得した場合又は保安林、墓地もしくは公共の用に供
する運河用地、水道用地、用悪水路、ため池、堤とう、もしくは井溝の用に供するために土地を取得した場合。  
◆免税点  
取得した不動産の価格が次の場合には、不動産取得税は課税されません。 
●土地…10 万円未満の場合 
●家屋…建築による取得は 1 戸につき 23 万円未満の場合売買、贈与、交換などによる取得は 1 戸につき 12
万円未満の場合 
◆徴収の猶予  
土地を取得した人が、取得した日から 2年（平成 11 年 4 月 1 日から平成 20 年 3 月 31 日までの取得は 3年）
以内、その土地の上に特例適用住宅を新築すると 認められる場合、申告によりその土地の不動産取得税の徴
収が猶予されます。 
猶予期間…2年（3年）以内 
猶予金額…特例適用住宅の新築により軽減される額→土地の税額の４分の１を減額(土地の軽減) 
注）納税の猶予を受けるためには建築確認申請書等、住宅を取得することがわかる書類が必要です。  
◆申告と納税  
●申告 
不動産を取得した日から 60 日以内に申告書を提出してください。申告書は各県税事務所および市町村役場の
税務課にあります。 
●納税 
県税事務所から送付される納税通知書により、記載された納期限までに納税窓口で納付してください。  
※お問い合わせはもよりの県税事務所へどうぞ 



   (有)アヴニール設計  
  

住宅取得に関わる地方税(２)～大分市ホームページより抜粋 
◆固定資産税とは 
固定資産税は、土地・家屋・償却資産（これらを総称して「固定資産」といいます）を所有している人がその
固定資産の価格をもとに算定される税をその固定資産の所在する市町村に納める税金です。 
なお、固定資産税の納税は、都市計画税（償却資産にはかかりません）と併せて行うことになっています。 
◆固定資産税を納める人 
原則として、毎年１月１日（賦課期日）現在において市内に固定資産を所有している人です。所有している人
とは、下表に所有者として登記または登録されている人のことです。 
 土  地  土地登記簿または土地補充課税台帳   
 家  屋  建物登記簿または家屋補充課税台帳   
 償却資産  償却資産課税台帳     
◆税額について 
固定資産税は、次のような手順で税額が決定します。 
〔税額の計算方法〕   固定資産の税額 ＝ 課税標準額 × 税率（ １．４％ ）となります。 
  課税標準額は、総務大臣が定めた固定資産評価基準に基づき固定資産を評価し、市長が決定した価格をもと
に算定されます。 
◆宅地等の税額の求め方 
価格＝（地価公示価格等×０．７）×地価下落の修正率 
◆住宅用地の課税標準の特例措置 

宅 地 等 の 区 分 
課税標準の特例限度額 

固定資産税 都市計画税  
住 
宅 
用 
地 

200 平方メートル  

以下の部分 
小規模住宅用地  価格×１／６ 価格×１／３ 

 
 200 平方メートル  

を超える部分 
一般住宅用地 価格×１／３ 価格×２／３ 

商 業 地 等 （住宅地以外） 価  格 （特例なし） 
◆新築住宅軽減について  
建築当初における税負担を軽くするため、次の要件を満たす住宅については、１２０平方メートルまでの住宅
部分に相当する税額を、一定期間２分の１に減額します。 
〔適用対象について〕 
  ■一戸建ての専用住宅…５０平方メートル以上２８０平方メートル以下であること。 
  ■分譲マンションなどの区分所有の住宅………専有部分の床面積と、持分で按分した共用部分の床面積の合
計が５０平方メートル以上２８０平方メートル以下であること。 
  ■アパートなどの共同住宅………独立的に区画された居住部分と、これに対応する共用部分の面積を按分し
て加えた床面積が４０平方メートル以上２８０平方メートル以下であること。 
  ■住宅に店舗や事務所などが含まれている併用住宅………居住部分が全体の  ２分の１以上であり、居住部
分が５０平方メートル以上２８０平方メートル以下であること。 
  ■同時に、又は新築住宅軽減期間中に新築した、住宅に附属した物置等の面積も含めて判定します。 
〔減額される範囲〕 減額の対象となるのは、新築された住宅用の家屋のうち住居として用いられている部分
（居住部分）だけであり、併用住宅における店舗部分、事務所部分などは減額の対象となりません。なお、住
居として用いられている部分の床面積が１２０平方メートルまでのもの はその全部が減額対象に、１２０平
方メートルを超えるものは１２０平方メートルに相当する部分が減額の対象になります。 
〔減額される期間〕   
  ■一般の住宅  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 新築後３年度分 
  ■３階建以上の中高層耐火住宅等・・・・・・・ 新築後５年度分 
◆都市計画税とは 
都市計画税は、総合的な街づくりを目的として行う都市計画事業や土地区画整理事業に要する費用の一部を負
担していただくために設けられた目的税です。 
◆ 税額について 
  都市計画税は、次のような手順で税額が決定します。   
〔税額の計算方法〕   税額 ＝ 課税標準額 × 税率 （ ０．２５％ ） となります。 
  課税標準額は、原則として固定資産課税台帳に登録された価格です。 
  ※家屋についての新築住宅などに対する軽減措置は、都市計画税については適用されません。 


